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保護観察付執行猶予

罰金・科料

不起訴

起訴猶予

社 会 復 帰

出口支援
（矯正施設出所者）

入口支援
（被疑者・被告人）

被疑者 被告人

『矯正施設出所者への支援（出口支援）から

被疑者・被告人段階への支援（入口支援）へ拡充
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①「継続的な支援」の基本的な期間：更生緊急保護の期間と同様に６月を想定。 ② 既存の「相談支援業務」は引き続き定着センター業務に位置づける。

③ 釈放後の支援を効果的に行うために、検察庁、保護観察所、弁護士会等の関係機関とあらかじめ協議の上、地域の実情に応じた方法に適宜変更しても良い。

地域生活移行

定着センター保護観察所 保護観察所 更生保護施設等

検察庁

重点実施予定者の段階 重点実施対象者の段階：更生緊急保護（原則６月を超えない範囲内）

【基本的な事業スキーム】

【事業内容】

【支援対象】

○令和３年度、刑事司法手続の入口段階にある被疑者・被告人等で高齢又は障害により自立した生活を営むことが困難な者に対して、釈放後直ちに福祉サービス

等を利用できるように支援を行う「被疑者等支援業務」を開始。

①保護観察所からの協力依頼の発出時点で被疑者又は被告人であること。 ②高齢であり、又は障害を有する被疑者等であって、保護観察所の長により更生緊急

保護の重点実施の対象とすることの必要性及び相当性があると判断され、選定された者 。（重点実施予定者）

③重点実施予定者のうち、保護観察所と地域生活定着支援センター（以下、定着センター）が連携し、福祉サービス調整等のための支援を行うことが適当である

と認められ、かつ保護観察所と定着センターが連携した支援を受けることを希望し、必要な範囲内で、公共の衛生福祉に関する機関その他の機関に個人情報を

提供することに同意し、更生緊急保護の申出をした者。（重点実施対象者）

【ポイント】

継続的な支援協力依頼

警察署検察庁 拘置所 保護観察所 保護観察官 保護観察所 保護観察官

面会等 サービスの利用開始に向けた連絡調整等 帰住先の調整等

主な 業務

主な連携機関

必要があれ

ば支援継続

釈 放
（起訴猶予等）

更生緊急

保護申出
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令和3年度 「被疑者等支援業務」の概要

https://www.google.co.jp/url?url=https://pixta.jp/illustration/1252681&rct=j&frm=1&q&esrc=s&sa=U&ved=0ahUKEwi0i96aj8PQAhWKT7wKHYDODW8QwW4INjAQ&usg=AFQjCNFfvxtkPh8N1guS6SbxRueSRCVHpw
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（勾留中）更生緊急保護の重点実施予定者

被
疑
者
等
支
援
業
務

①

更
生
緊
急
保
護

保護観察所 定着センター

継続的な支援

更生保護施設等

（釈放後）更生緊急保護の重点実施対象者

保護観察官

定着センターと協働

相談依頼

相
談
支
援
業
務 定着センター

検察庁
（事件担当検察官等）

協力依頼②

令和４年度「被疑者等支援業務」業務フロー

センターの長は、平素から、保護観察所、矯正施設、検察庁、弁護士会、福祉関係機関、地方公共団体その他の関係機関等と連携を密に保つために、保護観察所が主催す

る連絡協議会に出席するとともに、研修や協議会等を開催し、犯罪の有無を問わず、ニーズがあって真に支援を求める人について、地域において必要な福祉的支援が受け

られるための環境づくりや支援のためのネットワークの構築に努めるものとする。

関係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等 「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」から抜粋

相（
談入
支口
援支
業援
務例
）

②

定着センター
と協働

弁護士

釈

放

地域生活移行

センターの長は、高齢であり、又は障害を有することによ

り、自立した生活を営むことが困難と認められる犯罪をし

た者等のうちセンターが福祉的な支援を必要とすると認め

る者について、本人又はその家族、更生保護施設、地方公

共団体、福祉事務所その他の関係者から、本人の福祉サー

ビス等の利用に関する相談を受けたときは、担当職員を指

名の上、本人と面接を行わせるなどして、本人のニーズ等

を確認し、その意思を踏まえて、助言その他必要な支援を

行うものとする。

相談支援業務 「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」から抜粋

釈

放

弁護士を含む関係機関との連携を更に強化

必要に応じて事前相談

定着センターと協働

弁護士

協議・確認・調整

定着センター保護観察所

協力依頼①

定着センター
と協働

検察庁
（事件担当検察官等）

地域生活移行

①

被疑者等支援業務（地域の実情に応じた方法を含む）に該当するよう
な事案は関係機関と協議の上、被疑者等支援業務で対応検討

※情状証人としての出廷や更生支援計画の作成等については被疑者等支援業務では行わない


